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④78.4%

⑤1.7%
②2.0%

①12.8%

③5.2%

③16.5%

④33.9%

⑤4.5%

%

①26.8%

②18.3%

⑴ 調査の目的
同和問題や外国人等の入居差別など
各種人権問題について、宅建業者の取
組や、取引における実態を把握し、今
後取組を推進する上での基礎資料と
する。
⑵ 調査期間
平成25年11月12日～ 11月29日
⑶ 調査対象
滋賀県内の宅地建物取引業者

調 査 の 概
がい

要
よう

ジンケンダー
    からひとこと

ジンケンダー
    からひとこと

Q

A 　これまでに、約2割の事業者が問い合わせ
を受けており、大半が顧

こ

客
きゃく

からのものでした。
　また、平成２３年度に実

じ っ

施
し

した「人権に関す
る県民意識調査」において、住宅を選ぶ際に
避
さ

けようとする条件について、「近
き ん り ん

隣に同和地
区がある」場合をたずねたところ「避

さ

けると思
う」「どちらかと思えば避

さ

けると思う」と答えた
人は合わせて、半数近くにのぼっています。

　同和地区かどうかを説明すること
は、宅地建物取引業法で、取引時にお
いて説明しなければならない重要事

じ

項
こ う

にはあたりません。逆に、同和地区
の物件かどうかを伝えることは差別に
つながるので、県および業界団体では
人権啓

け い は つ

発指針を定め、答えないことに
しています。

　今でも、同和地区であること
を気にする人がいるんだね！

取引物件に関して同和地区であるかどうかの問い合わせ
を受けたことがありますか？

平成25年度 宅地建物取引業者に関する人権問題実態調査から

人権啓発キャラクター
ジンケンダー

Q

A

　事業者はもちろん、顧
こ

客
きゃく

である私たちも、差別のな
い人権が尊重される社会に
向けてみんなで努力するこ
とが大切なのだ！

同和地区の物件であろうとなかろうと、顧
こ

客
き ゃ く

の質
し つ も ん

問には
ありのまま伝えなければならないと思いますか？
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一人ひとりの

意識を変えて

いくのだ！

　
誰だ

れ

で
も
お
隣と

な
り

や
自
分
が
知
り
合
っ
た
人
が

ど
ん
な
人
か
は
気
に
な
る
も
の
で
す
が
、た

と
え
ば
宅
地
建
物
の
取
引
で「
こ
れ
は
同
和

地
区
の
物
件
で
す
か
?
」「
同
和
地
区
だ
と
契け

い

約や
く

前
に
な
ぜ
教
え
て
く
れ
な
か
っ
た
の
?
」

「
外
国
人
や
高こ

う
れ
い齢

者し
ゃ

の
入
居
は
断
っ
て
！
」な

ど
の
問
い
合
わ
せ
や
要
求
を
し
て
い
る
人
が

い
れ
ば
ど
う
思
わ
れ
ま
す
か
?

　
こ
れ
は
昔
の
こ
と
で
は
な
く
て
今
も
あ
る

こ
と
な
の
で
す
。
こ
ん
な
声
の
裏
側
に
は
、

同
和
問
題
を
は
じ
め
と
す
る
人
権
問
題
に
関

わ
り
た
く
な
い
と
い
う
意
識
が
あ
る
の
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。
誰だ

れ

も
が
住
み
よ
い
地
域

社
会
を
築
く
た
め
に
は
、一
人
ひ
と
り
が
人

権
問
題
と
向
き
あ
う
こ
と
が
必
要
で
す
。

宅
地
建
物
取
引
に
関
す
る

　
人
権
問
題
実
態
調
査
か
ら

同
和
問
題
啓け

い

発は

つ

強
調
月
間
特
集
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お問い合わせ 県庁人権施策推進課 077-528-3533TEL 077-528-4852FAX c f 00@pref.shiga.lg.jpe
県庁住宅課 077-528-4231TEL 077-528-4911FAX hb00@pref.shiga.lg.jpe

　宅地建物取引業界は、住
じゅう

生
せい

活
かつ

という生活の根
源にかかわる仕事で、また取り扱

あつか

う金額も高額
ですので、大きな社会的責任があると自覚して
います。
　そのため私たちは、宅地建物取引業者の責

せき

務
む

として、人権問題の解決に向け次の三つの事
じ

項
こう

の遵
じゅん

守
しゅ

に努めています。
　一つめは、より高度な社会的信

しんらいせい

頼性を求めら
れていることを自覚し、人権意識の高

こうよう

揚に努め
ることです。
　二つめは、取引物件の所在地が同和地区であ
るか、また同和地区を（小中）学区に含

ふく

むかど
うか等について調査をしたり教えたりしないこ
とです。
　三つめは、国

こくせき

籍、障害、高
こうれい

齢等の理由により
入居機会を制約するなど差別的行

こう

為
い

をしないこ
とです。また、関係する家主さんにも、人権問

題について理解を求めるよう努めることです。
　具体的には、宅地建物取引業者は、これらの
責
せき

務
む

を各事務所に貼
は

り出し、従業員やお客様に
見えるようにしています。また、人権研修に積
極的に参加するなど、人権教育にも力を入れて
います。
　さらに、今年は、従業員だけでなく、来店さ
れるお客様の目にとまるような人権啓

けいはつ

発ステッ
カーを新たに作り、店内に掲

かか

げる取組を考えて
います。
　しかしながら、同和問題をはじめとする人権
問題を解決していくには、業界だけの取組だけ
では不十分です。家を買う人、売る人、そして
私たち宅地建物取引業者が足並みをそろえ、努
力していく必要があ
ると思っています。

　
普ふ

段だ
ん

は
意
識
さ
れ
に
く
い
同
和

問
題
で
す
が
、
土
地
や
家
屋
を
購こ

う

入に
ゅ
う

す
る
時
な
ど
の
人
生
の
大
き
な

転
機
で
差
別
意
識
が
顕け

ん
ざ
い在
化か

す
る

傾け
い
こ
う向
が
見
ら
れ
ま
す
。

　
業
界
の
取
組
と
と
も
に
、
私
た

ち
一
人
ひ
と
り
が
同
和
問
題
を
は

じ
め
と
す
る
人
権
問
題
を
自
ら
の

課
題
と
し
て
と
ら
え
、
正
し
い
理

解
と
認
識
を
深
め
、
み
ん
な
で
力

を
合
わ
せ
て
解
決
に
向
け
て
行
動

す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

　
み
な
さ
ん
が
一
歩
踏ふ

み
出
す
こ

と
が
差
別
の
解
消
に
つ
な
が
り
、

人
権
が
尊
重
さ
れ
る
社
会
が
実
現

し
て
い
く
の
で
す
。
一い

っ
し
ょ緒
に
「
心

が
つ
な
が
る
社
会
」
を
つ
く
っ
て

い
き
ま
し
ょ
う
。

ジンケンダーからひとこと

Q

A

　間
ま

違
ちが

ったリスク管理の意識などから、正当な
理由もなく入居を断ることがまだまだあるんだ。
　共生社会の実現に向けてがんばるのだ〜。

賃
ち ん

貸
た い

物
ぶ っ

件
け ん

の仲
ちゅう

介
か い

に際して、家主さんから○○については入
にゅう

居
き ょ

を断るように
言われたことはありますか？

滋賀県不動産関係団体
人権啓発推進連絡会議
代表幹事

小
こ

寺
て ら

 和
か ず ゆ き

之 さん

意識向上を目指し努力を続ける

外国人

高齢者

障害者

ひとり親
家庭

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①35.2% ②64.8%

③0.0%

①25.3% ②74.0%

③0.7%

①13.5% ②84.5%

③2.0%

①10.2% ②88.8%

③1.0%

①■ある　②■ない　③■無回答

宅
地
建
物
取
引

業
界
に
お
い
て
も
、

人
権
問
題
の

解
決
に
向
け
て

さ
ま
ざ
ま
な
取
組

を
さ
れ
て
い
ま
す
。

　「外国人」を理由とした入居差別が、35.2％で最も多く、
以下「高

こ う れ い

齢者
し ゃ

」（25.3％）「障害者」（13.5％）「ひとり親家庭」
（10.2％）の順となっています。依

い

然
ぜ ん

として、人権問題が
残っていることがわかります。
　賃

ち ん

貸
た い

住
じゅう

宅
た く

においても、外国人等に対する偏
へ ん け ん

見や差別があ
ることがみられます。
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